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日本 ては 日本 水道 協会 の 「水道 事業 ガイ ドライ ン」の業務

指標 (PI)を 用 いて、既 に50以上 の 国 内事業 体 か ら公表 さ

れ て いるが 、数値 での努 力 目標 は求 め られ て いな い。しか し

世界 の動 きは、その数値 化 され た Plを 用 いてベ ンチ マ ーキ

ング (目標値 を定 め、努 力 円標 とす る)化 の方 向へ大 きな陀

取 りを して い る実 態が北 京会議 て示 され た。

第 1日 目 (9月 11日  9:15分 か ら19:00ま で )IヽVAの PI

指 針 作 成 の責 任 者 て あ るバ レン シ アエ 科 大学 の キ ャブ レラ

教 授が 議 長 て、現 在世 界 中 て実施お よび試 行 され て いる ID I

につ いて特 刀Uワ ーク シ ョ ップが 開催 。

午 前 中の セ ッシ ョンでは、業 務指 標 活用 の効果 につ いて途

上 国お よび先進 国 よ り報 告が あ り熱 心 に討議が 行われ た。世

界 的 な動 向 は/fhルトガ ルのヘ レナ ・ア レグ レ女 史 (ISO/

T C 224で も中心 的 な役割 を果 た して いる論 客 の一 人)力 ブゞ

レゼ ンテ ーシ ョン、 「世 界 の上下水 道 サ ービスの評価 は科学

的根拠、 す なわ ち業務指標 を用 いて現状分析 し、持続 可能 な

将来 に備 えな けれ ば な らな いJと 力説 、その後 、南 ア フ リカ、

オ ース トラ リア、米 国か ら具体 的 な発表 が あ つた。

午 後 の セ ッシ ョンで は議 長 のキ ャブ レラ教 授 が 改 訂 され

た IWAの 業務指標 につ いて、 その PIシ ステ ム と構造 、普

及方 法 につ いて力説 した。また ノル ウ ェイの フ ロイデ ス氏 よ

りこの IWAシ ステ ム は、EUの 上 下水道 のサ ービス行動規

範 (COST C 18基 準、ベ ンチ マ ーキ ング)に反 映 され る こ

とが 報 告 され た。

また世界 中 での PI活 用 の歴 史 と経 験 につ いてオ ー ス ト

リアの カ ール氏 (ISO/T C224・ WG4の 議 長 )力 説ゞ 明、

その後世 界銀 行、 メキ シヨ (既に300都 市 て試 行 中)、ウガ ン

ダ (国と して活用 中)、ブ ラジル、デ ンマ ーク、オ ラ ンダ、オ
ース トラ リアか ら具体 的 な事例紹介 が あ つた。

最 後 にキ ャブ レラ議長 よ り、今後 の PT普 及 の世界 戦略 と

して 「世界 の上 下水道 の普及 の為 に は PIお よびベ ンチマ ー

キ ング シ ステ ム (BM)が 必要 であ り、現在個 別 に使 われ て
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いる指 標 の統 一や BM普 及組織 間の統 合が 呼 びか け られ 、①

北 欧 グ ル ープ (デンマ ーク、 フ ィンラン ド、 ノル ウ ェイ、ス

ウ ェーデ ン、 オ ラ ン!安
ヾ
)、② オ ース トリア ・米 国 ・ニ ュージ ー

ラ ン ドグル ープ 、OIWA、 ④ 世界銀 行 グル ープ の参加者 に

よ り満場一致 て 了承 され た。 これ に よ り世 界的 な PI・ BM

戦略が さらに加速 され る見通 しにな つた。その成 果 につ いて

は次 回2008年 ウ ィーン総会 て発表 され る予定。

ズイ ンプ レーヤ ーの動 きを見 た い とき、 「その業 界 の展 示

会のブ ースを見 よJと は良 く言われ る言 葉 てあ る。今 回の I

WA北 京総会 の展 示会 て、大 きなブ ースを構 えて いるヴ ェオ

リア、 スエ ズ、 シ ーメ ンスを覗 いてみ た。

ヴ ェオ リア社 は、最 も大 きなブ ースを構 え受 付 嬢 も2ヵ 所

に配置 して いる。中国 国 内では既 に9000億 円近 い受 注残が あ

り、 中国市場 での 自信が 伺 える。

事実 、 ヴ ェオ リア ・ウ ォ ータ ー CEO、 ア ン トワーヌ ・フ

レロ氏 は9月 10日北京 で記 者会 見 し 「ヴ ェオ リアは将 来 の 水

事業 の重心 は中国 に置 く」 と宣言 し、中国政 府 の水 事 業 の 開

放政 策 に伴 い、 積 極 的 に投 資 をす る方 針 を 明 らか に した。

また 今年 に入 り2件 の新規受 注 を発表 、一 つ は柳 ブ`N市 の 給

水人 口100万人 の O&Mプ ロジ ェク ト (30年契 約 )、も う一 つ

は中国 石化傘 下の北京 燕 山石化 の25年 O&M契 約 で あ る。こ

の二 つ を加 え、現在 ヴ ェオ リア ・ウ ォータ ーは中国 国 内 て合

計 19のプ ロジ ェク トを獲 得 した こ とにな り、7000人 を雇 用、

2005年の 中国へ の投資金額 は4.7億ユ ーロ (約660億 円 )に 達

して いる。さ らに フ レロ氏 は、中国市 場 で今後2桁 合 の 成 長 を

確 保す る と述 べ て いる。

この展示会 には ヴ ェオ リアの ア ジア ・パ シフ ィ ックの 上級

幹部が 勢 揃 い し、 ヴ ェオ リア ・ウ ォータ ー ・ジ ャパ ンの ロ ー

ラン ・オ ーギ ュ ス ト社 長の姿 も見 えた。

スエ ズグル ープ は、オ ンデ オやデ グ レモ ンを核 に、中国市

場 に積 極 的 に営 業展 開 して いる。 2005年 は、 膏島の水道 、給
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シー メ ン ス社 の 展 示 コ ー ナ ー

水 人 口230万 人 の O&M契 約 (25年間 )を 総 額 4.3億ユ ー ロ (約

602億 円 )、 ま た 上 海 イr油化 学 丁 業 同 地 向 け 工 業 用 水 、排 水 処

理 の O&M契 約 、 総 額 6億 ユ ー ロ (約840億 円 )を 受 注 した 。

1970年 以 降 、スエ ズ グ ル ープ の 中 国 市 場 て の 長 期 0&M契

約 は 20フ ロ ジ ェ ク トを 越 え て い る。さ ら に 香 港 の 新 世 界 グ ル
ープ と の 合 弁 会 社 シ ノ ー フ レンチ を 活 用 し、中 国 の 北 東 部 の

上 下 水 道 、ま た 1工業 団 地 の 排 水 処 理 の O&ヽ 1契 約 獲 得 を強 化

して い る。

シ ーメ ン スは 中国 にお け る交通 シ ステ ムや通 信、送電 シ ス

テム に強 く、 水処 弾 に 力を入れ だ したの は最近 であ る。200 5

年 夏 に買収 した 米 国 の ビ Fフ ィル タ ーの技 術 を も とに 中国

市場 に参 入す る宣 言 を したが 、大 きな進展が なか つた。200 6

年 9月 IW A総 会 の前 に CNCウ ォータ ーテ クノ ロジ ー社 の

買 収 を発 表 した。 この CNC社 は中国国 内 て、大型 の水処理

や海 水 淡 水化 に実績 を持 つ 中堅 の会 社 (社裏 12 0人)で あ る。

シ ーズ ン スの水処理部 門の CEO、 ロジ ャー ・ラ ドック氏

は 「15%の 成 長 を遂 げ る中|ヨ市 場 は シ ー ズン スに と り、発展

す るフ ラ ットホ ーム と位置 づ け、当 面の 日標 は200 8年のオ リ

ン とつ クと201 0年 li海万博 に置 き、さらな るM&Aて シ

ステ ム とサ ービ スを展 開 したい」 と述 べ て いる。

グ ロ ーバル企 業 各 社 とも、この機会 を利 用 して中国の

要 人 と積極的 に コ ン タク トして いる。9月 H日 、ヴ ェオ リ

ア ・ウ ォーターの CEOフ レロ氏 は中国 国家 建設部 、水

利部 の要 人 と、 また米国 ITT社 (世界最 大のホ ンブサ

ブ ラ イヤ ー)の CE Oス テ ィーブ ・ロ ーラ ンガ ー氏 は9月

12日、国家 水本U部副部 長 と画会 し具体 的 な提案 を して い

た釣。

グローバルウォータ・ジャパン
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I W A技 術 セ ッシ ョン2日 目、略ほ市 部 に お け る 戦 略 的 な 水

管 理 」 で 、中 国 に お け る 下 水 処 理 サ ー ビ スヘ の 民 間 参 入 の 実

態 と料 金 問 題 が 明 らか に され た 。これ ま で 中 国 政 府 は マ イ ナ

ス の イ メ ー ジ を紡 彿 させ る情 報 の 開 示 を避 け て き た が 、清 華

大 学 とオ ラ ン ダ の ワ ーゲ ニ ン ゲ ン大 学 の 環 境 政 策 研 究 グ ル

|  ―プが統 計 に基 づ いて、 その 問題 点 を明 らか に した。会場 は

立 ち見が 出 るほ ど多 くの聴衆 を引 きつ けた。

中国 は、20年 前 か ら市場 経 済 へ の 移 行 に伴 い、深 亥Uな汚 水

処理 問題 に直面 し、その 問題解 決 の ため に、2004年末 まで に7

08ヵ 所 の下 水処理 場が 建設 され た。 合 計 て4.9億立 方 前/日

の下 水が 処理 され 、それ は都市 部 の 下水 処 理 普 及率 の45.6%

に相 当 して いる。 しか し人 口の 多 い地 方 は含 まれ てお らず、

下 水処理 問題 の解 決 には程遠 い実態 であ る。2010年 までに30

0億 米 ドル の資金が 必要 とされ て いるが 、 その 目処 は立 って

いな い。

歴 史的 に下水道 料金 の体 系 を見 る と、1980年代 以前 には下

水処理料金 は無料 であ り、料 金 を徴 H叉す る習慣 は なか つた。

90年 代 後 半 にな り地 方政 府 は 中央 政 府 の要 求 に応 じ下 水 料

金 を徴Htt。2002年時点 て 下水 イ ンフ ラに必要 な資金 の一部 に

充 当 て きる よ うな料金 体系 (運転 費 用 )を 持 つて いるの は、

661者ほ市 の 中で475都市 に達 した。 しか し建設 ・維 持管 理 を賄

う料 金体 系 には、ほ ど遠 く、さ らに中央 政 府 は料 金 の適 切 な

値 上 げ と、 民 間企 業 の 下 水道 サ ービ スヘ の 参 入 を強 く促 し

た 。                                                          ・

政 府が 80%以 上 出資 し、建 設 した 下水 イ ンフラ を持 つ 、27

都市 の平均 的 な下 水処理 料 金 は0。49元 (約7.4円)で あ るが 、

これ らの都市 で さえ、運転 費用 を まか な えず、最 低 30%の 値

上げ は必要 であ る。さらに深刻 な問題 は料金 回収 率 の低 さて

あ る。325都市 の 中で、90%以 上 の料金 を回収 で きて いる都市

は4 0者思市 しか な い。

下水道整 備 をすす め るため に、中央政 府 は2003年か ら下水

道 サ ービ スヘの民 間参 入 を許 可、 その結 果、地 方都市 レベ ル

274ヵ所 て PPPタ イプ の民 間参入が 認 め られ た。 (2005年)

その うち51%は 民 間資金 活用 型 の BOT方 式 であ った。

研究 グル ープ は、 さらに民 間参入 をすす め るな ら、中央政

府 は 下水道 料金 を、現在 の倍以 上 (1から1.2元)に す る必要

が あ り、 また政 府 出資比 率 の向上 、料 金 回収 シ ステ ムの確立

が 不可欠 と述 べ て いる。

中 国 に お け る 下 水 道 料 金 回 収 率 (2003年)

料金回収

率

3 0 %

以下

３。

”
５。

５。

ゃ
７。

７。

”
９。

9 0 %

以上
不 明 合計

都市数 16     31     56     69     40     113    325

49     9.5    172    213   123    34.8    100全体比率

2国 目技術 セ ッシ ョン :中 国 ・下水 処理 サ ー ビスヘの 民間参

入 と料金 問題

ス エ ズ グ ル ー プ の 展 示 コ ー ナ ー

セ 義:


